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 最後にこの章では、本研究で考察した戦時体制下の母性と家庭性、女性性の意味と
その変化を整理し、さらに総動員体制によってもたらされたこれらの意味変化が解放
後の韓国社会において女性政策やジェンダー観念に与えた影響を簡略にまとめ、解放
前後の時期を連続した観点から分析する必要性を提起しようと思う。つまり、日帝末
期に展開された女性に関する議論には植民権力だけでなく、韓国知識人男性と女性も
参加したが、彼らのジェンダー観念は日本帝国主義や総動員体制の影響から決して自
由なものではなかった。よって、解放直後や朝鮮戦争期のジェンダーを理解する上で、
日帝末期の分析は理論的に重要な意味をもつことを示したい。 
 
Ａ．論議の要約 
 
1．戦時体制と母性の植民化 
 戦時期、帝国の膨張と不足した軍事力確保のために、植民地朝鮮人の量的増加と質
的「向上」をねらった日本軍国主義は、自国民女性だけでなく、植民地女性にも女性
統合の原理として母性を適用した。朝鮮女性の母性は妊娠と出産、そして児童の養育
と教育方法に至るまで植民権力の周到かつ綿密な統制と介入の対象になった。植民権
力は本国での帝国主義的かつ軍国主義的な母性観念を植民地に導入し、それにもとづ
き植民地で戦時体制を維持するのに有用で適合した方法をもって「植民地的母性」を
再構成した。多産を奨励し、児童の死亡と疾病を母親の責任と規定し、母親たちに対
して公的教育機関をつうじて植民教育に協力するよう規律化する一方、戦時協力に動
員するために組織化した。こうした母性への植民権力の介入と統制、動員と規律化の
全過程は、母性を政治の道具として用いるため「植民化」するものであった。「母性
の植民化」は女性への支配、統合が植民体制の安定に効果的と認識した植民政府にと
って、統治においての重要なプロジェクトの一つであり、植民主義が女性の妊娠と出
産、母子関係や子女養育法といった日常のもっとも私的な領域にまで介入し、統制す
る過程であった。また、植民権力は専門家集団の権威を利用し、朝鮮女性固有の育児
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法をさげすみ、朝鮮女性を彼らが提示する方法を受容せねばならない前近代的で無知
な啓蒙の対象としてみなした。これは、植民権力が近代的優越性を示し、介入の正当
性を立証するための方法でもあった。一方、日本女性は伝統的婦徳を体現した母親で
あると同時に、進歩と近代の標示(signifier)として朝鮮女性が見習うべき理想的かつ
模範的な母親像として示された。しかし、朝鮮女性は日本女性とは違い、母性保護支
援が与えられなかったにもかかわらず、母親としての役割は日本女性同様に求められ、
植民主義と戦時体制という二重負担のなかに置かれていたのである。 
 戦時母性の植民化は、子供の命を惜しまず、戦場に送り出すよう求めることで頂点
に達した。戦死軍人の母親を愛国の母として賞賛し、母性に国家的意味を付与し母親
たちを戦争に協力させようとした。しかし、朝鮮女性の戦争協力は日本女性が「国家
的母性」として協力したのとは違い、その動機は充分なものではなかった。日本女性
が戦時国家政策に協力することで社会的な地位向上を期待したのに比べ、一般の朝鮮
女性たちは日本を自分の国として考えなかったため、戦争動員に対する矛盾を感じて
いた。そのため、一部の女性知識人たちが「軍国の母」として体制協力を促しても一
般女性の共感を得られなかったのである。 
 戦時体制以前、多様な形で生み出された女性たちの母性に関する論議も戦争ととも
に軍国主義の抑圧によって、それ以上進展できなくなった。多産慣習への問題提起と
産児制限の必要性に対する提議も戦争のための多産政策による避妊規制、多産の国家
的意義提唱に抑圧されてしまった。家父長制による母性抑圧に問題を提起し、母親と
してよりも女性一個人としての生き方を選択しようとする動きは戦時下社会の保守化
のなかで国家に対する挑戦、社会に対する反逆として規定された。要するに、日帝末
期の女性たちは自由な選択であるべき母性が植民権力による政治目的のために道具化
されるという経験をせねばならなかった。 
 
2．戦時下家庭生活と主婦役割の植民地性 
 戦争のため正常な家庭生活の営みが脅かされた日帝末期は、皮肉にも生活改善に関
する論議がもっとも活発に展開された時期であった。植民権力は戦争遂行のために既
婚女性を主婦として呼びかけ(interpellation)をし、戦時における主婦の役割は家庭生
活の経営と改善の主体として再規定され、また家庭生活に関する概念も再定義された。
現実的な意味での戦時生活改善論には改善の意味はない。食糧と物資が不足して民衆
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の大多数が絶対的な貧困状況におかれた生活の下での合理化や科学化の追求は不可能
であった。そして、生活の意味も軍事目的のため個人の家庭生活の犠牲を愛国的なこ
とに再定義するレトリックのなかにあったため、窮乏に耐える忍苦鍛錬に過ぎなかっ
た。しかし、植民権力は女性知識人たちに一般女性を「啓蒙、指導」するようにさせ、
女性知識人たちはこれを社会的発言の機会として活用した。彼女たちが国家的生活改
善提唱に応じたのは、自分たちが1920-30年代に主張した家庭生活改善の方向と戦時
下国家主導の生活改善の内容が一部合致する側面があったからである。とくに、在朝
鮮日本女性の主導の下で生活改善論議に参加した家政学者たちは、家事の合理化と改
良、近代化と核家族的団欒など近代的家庭生活を持続的に自分たちの主張に取り入れ
た。しかし、彼女たちの論議は日本の都市中産層の家庭生活にもとづいていたために、
朝鮮固有の家庭文化を前近代的で劣等なもの見下す傾向をもっていた。一方、女性た
ちは生活改善がもつ国家的かつ社会的運動の力を借りて、戦前から望んでいた家父長
的男性優越主義とこれによる弊習を改善しようとした。これと並んで、男性の役割を
提示しなかった植民権力と男性知識人たちの論議とは対照的に生活改善における男性
の協力を求めた。 
 しかし、男性優越主義の弊習を指摘したにもかかわらず、女性たちが性別役割の廃
止を主張したわけではなかった。家庭生活改善においても男性への家事参加を求めず、
女性の生産労働に関しても家事と並行できる内職の奨励にとどまった。戦時の緊縮財
政下で生活の簡素化と合理化を提唱し、主婦の役割を強調するほど、それは既存の賢
母良妻役割の戦時変形に過ぎず、より女性の活動領域を私的領域へと固定させる役割
を果たした。また、女性知識人たちは、戦争末期へと進むにつれ家庭生活が戦争遂行
に利用され、さらに女性が啓蒙の対象として他者化され、国家動員の手段として呼び
かけられる国家主義的体制に対しても批判を加えなかった。女性たちは家庭での献身
的な主婦役割が社会と国家への寄与になるという動員論理を、戦前から求めてきた近
代的な主婦権の国家的承認と理解することで、国家主義的動員体制に包摂されてしま
った。したがって、戦時下での家庭生活と主婦の役割に関する論議は、女性たちが体
制論理の矛盾を読み取れない場合、主婦と家事労働に対する社会的過小評価と同様に、
主婦役割に対する国家的意味づけもまた警戒すべき女性抑圧の一つであることを示す。 
 
3．戦争と女性性の再定義 
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 開化期から日帝末期に至るまでの女性の服装と容貌は女性個々人の選択や趣向の問
題にとどまらず、絶えず国家権力と社会内勢力集団の介入と統制の対象となった。教
育と社会活動のため外に出るようになった女性たちは活動に便利なように伝統的韓服
を改良して着始めた。とくに、近代教育の恩恵を受けた新女性たちは服装と容貌をつ
うじて自分たちの自我と主体的な意志を表現しようとしたが、彼女たちの容貌は常に
男性の批判と観察の対象になった。戦時体制になると、男性たちは植民権力の立場か
ら女性たちの容貌に対する関心と消費行為を戦時国策として掲げ、その批判の度合い
を増加させた。一方、戦時中でも、女性は健康かつ清純な美しさが望まれた反面、華
美な装いは男性を誘惑するために社会を害する道徳的害悪として非難された。太平洋
戦争以後、朝鮮でもモンペが女性の戦時服になったが、モンペが普及する過程におい
ては日本と朝鮮に差異がみられる。つまり、日本では女性の戦時活動への参加のため
服の機能と合理性を高める論議が展開され、女性知識人たちがそこに参加する機会が
与えられた。しかし、植民地では、こうした論議の場が与えられず、日本で決められ
た戦時服が朝鮮の文化的条件に合わせて改良されることもなくそのまま導入、強要さ
れた。また、女性知識人たちには国家政策に呼応する役割のみが与えられた。こうし
た過程において女性服の活動性を強調する新しい社会的雰囲気に乗じ、少数のデザイ
ナーと洋裁師によって便利な洋服が紹介された。戦時体制は女性の服装と容貌を国家
統合のために統制と規律の対象にしたが、女性たちは限られた資源で各自のモンペス
タイルを創り出すことによって女性性を維持しようとした。それは、女性性が女性と
してのアイデンティティーを形成する重要な一部分であるためであり、さらにこうし
た肯定的女性性の構築は抑圧体制への抵抗であり、女性の主体的行為といえる。解放
後、ブルジョア女性たちは再び韓服を着始めたが、家族の生計のために働かなければ
ならない労働者、農民、貧困な商人層の女性たちにはモンペが日常服として残った。
モンペの政治的意味は消え去ったが、貧困層女性の労働を必要とした韓国社会の経済
的条件がモンペを持続させたのである。 
 
Ｂ．理論的含意 
 
 日帝の女性に関する観念と政策は、解放後韓国で政治家、行政家、知識人によって
多くの部分が模倣、踏襲され、また再構成された。具体的に母性と生活改善、容貌に
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対する統制においてもそうした模倣と踏襲がみられる。母性に関しては、解放後から1
950年代末まで韓国政府は多産奨励政策を持続した。一般人には出産抑制の欲求があ
ったが、国家は出産調節器具の国内生産や輸入を禁じた1。優良児選抜大会も続けられ
た。母の日の行事も続けられ、当日は多産女性が「大韓の母」として表彰された2。何
より国家は女性の出産を国家目的のための人口統制手段として認識しており、こうし
た観念にもとづいて1960年代以降は国家経済発展のために出産を抑制する「家族計
画」へと政策転換を試みるようになった。 
 生活改善も解放以降、米軍政期(1945-48年)と朝鮮戦争期(1950-53年)の女性政策に
おいて持続された重要問題の一つであった。米軍政期に女性担当行政組織として設立
された婦女局の主な活動は、講習会開催といった啓蒙事業であり、政府樹立後には婦
女局に生活改善課が新設され衣食住生活の合理化を指導した3。こうした家庭生活改善
事業の内容と女性動員の仕方、政策立案と行政に参加した担当主体において日帝末期
のそれと著しい類似性や一貫性が見受けられる。 
 戦時下の容貌統制も解放とともに消え去ったわけではない。朝鮮戦争中の1951年に
は「戦時生活改善法」が公布され、輸入生地や毛皮のマフラーの着用が禁じられ、195
5年には「国民生活倹素化運動」で国産品と色服、筒状スカート着用の奨励、上着の前
結び廃止、外国産高級品と貴金属禁止、女教師の服装と化粧の規制など4、日帝末期の
服装統制の性格と方法が持続された側面が強い。これは、解放後国家再建と近代化が
進む中で依然として韓国社会で女性の容貌が国家の統制対象として掌握されていたこ
とを意味する。 
 要するに、解放前後のこうした一貫性と類似性は、女性の母親、主婦としての役割
と容貌は帝国主義のみならず、民族主義と家父長主義の道具として使われることを意
味し、近現代韓国社会におけるこうした側面に関するより一層の理解は解放前後を連
続性という観点から考察する際に可能と思われる。 
 最後に、本研究では口述史面接をつうじて植民体制下における女性の直接的経験と
認識を探った。女性たちの戦時経験とそれに対する認識は教育と階級、年齢、職業、
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家族的背景といった社会的変数のみならず、解放後の人生の展開様相によってもそれ
ぞれ異なる方式で認識され、記憶されていた。女性たちは、既存研究にみられる視点
のように強圧的戦時体制に従順、あるいは同調した無気力な犠牲者であったり、ある
いは民族的理念のために個人としての生き方を犠牲にしたわけでもない。ほとんどの
女性たちは自らが置かれた生活条件のなかで多様な交渉過程を経て、おのおの異なる
選択と適応戦略を展開した。こうした過程のなかで、植民体制のみならず、伝統的儒
教慣習とイデオロギーも女性たちの行動と思考を統制する勢力として作用したが、一
方で女性たちは伝統的生活の変化を試みて主体的に近代的生活様式を受容した。女性
たちを対象にした口述史研究は、女性を歴史の主体とする観点から女性の生活と意識
を見直す試みをつうじて、これまで韓国近現代史のなかで埋められていた女性たちの
さまざまな人生と経験の側面が読み取れる点で意味ある試みである。この点は日々進
んでいく生存者の高齢化という現実的見地からも、研究者たちによる関心がより一層
もたれることが望まれる問題であることを指摘したい。 
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